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■ステータス不安、孤立感、幸福度をめぐるメカニズム
― 日独比較調査の結果から ―

Carola  Hommerich（ドイツ日本研究所社会科学研究部専任研究員）
Heinz  Bude（カッセル大学社会学部）

Ernst-Dieter  Lantermann （カッセル大学心理学部）

　2008年からドイツのカッセル大学と東京のドイツ日本研究所はステータス不安と孤立感の関係、お
よび幸福との関連についての共同研究を行っている。以下ではこの研究の一環として2009年9月に行
われた比較調査の主要な結果を抜粋して紹介する。

Ⅰ. 調査の背景と目的
　近年、日本と同様にドイツでもステータス不
安を感じている人が増えてきており、その数は
両国ともに国民の半数を超えていると言われて
いる。事実、両国では90年代始めから生活状況
の不安定化が大きなテーマになってきている。
　日本社会における格差の広がりは新たな意識
を形成しており、例えば「格差社会」という言葉
がメディアでも話題となっているように、格差
をめぐる議論が盛んに行われている。このよう
な格差社会への関心は、社会的に取り残される
ことに対する個人の不安と深く結びついている
と考えられる。実際、内閣府の国民生活に関す
る世論調査（2011年）によると、多くの日本人
が今後の生活の見通しについて否定的な見解を
持っており、「悪くなっていく」と答えた割合は
31パーセントで、1991年の10パーセントから
増加している。また「日常生活の中で悩みや不安
を感じている」と答えた割合も90年代始めから
増え続け、2011年には67パーセントとなって

いる。Subjective well-beingという意味での「幸
福感」は、今日の日本で大きく減少してきている
と言えそうである。他方、日本と同様にドイツ
でも格差社会についてメディアや研究者の間で
活発な議論が行われている。数年前から「中間層
の消滅」が学術的なテーマとして取り上げられ、
またメディアでも「中間層のステータス不安」が
話題になっている。非正規雇用と失業者の増加、
貧困問題の悪化、社会福祉制度の変化とその不
整備という点において、両国では社会的な不安
定化の傾向を見ることができる。

Ⅱ. 理論：リスクの評価と不安定性の対処方法
　しかし、こういった社会的不安定性という「客
観的」なリスクの増加は、本来ならばこれに直接
脅かされていない人々にも影響を及ぼしている
ようである。それは「主観的」なリスク意識や不
安定性もあわせて増加しているということであ
る。このパラドキシカルな現象をより深く理解
するには、個人が何を判断基準として自分のお
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かれた状況を評価しているのかを考察すること
が重要になると思われる。つまり、客観的な社
会的状況と、それに対する個人の主観的な感覚
がどの程度一致しているかということが問題に
なると考えられる。格差に関する近年の社会学
の研究では、個人の行為は生活状況を対象にし
た客観的な不安定性だけではなく、主観的な評
価にも大きな影響を受けると言われている。つ
まり、ある人がステータス不安や孤立を感じる
かどうかは、主観的な評価に依存しているとい
うもので、どのような人が自分を社会の一員で
あると感じているのか、あるいは排除されてい
ると感じているのか、経済的・社会的な資源、
個人的な能力、その他様々な信頼資源はこの認
識とどのように関連しているのか、個人の主観
的な評価は幸福度といかにつながっているのか、
といったことが主観的な認識を形成する要因に
なると考えられる。
　このメカニズムを分析するために、本稿の執
筆者が以前に考案した理論モデルを用いて、ド
イツと日本の両国における2009年9月に全国
調査を実施した。両国を比較することの目的は、
文化的な背景の相違が「客観的な不安定性」と「主
観的な孤立感」の違いにどのように関連している
のかを調べるためである。
　生活リスクに関する認識や評価は、個人が利
用できる外的・内的な資源によって決まる、と
いう仮説を提示する（図1参照）。外的資源とは

個人の生活状況に関連したもので、本調査では
その指標として、世帯の可処分所得、最終学歴、
就職状況、年齢や性別を選んだ。外的資源をど
う利用するかは、個人の内的資源に関係してい
ると考えられる。例えばある状態を客観的に見
て、それを脅威と捉えるか、あるいは機会と捉
えるかは一概に言えないように、個人の内的資
源のあり方に関係して決まるといえよう。そこ
で、その内的資源の指標として、不安要因に対
処する能力、および様々な信頼資源となりうる
ものを選んだ。「能力」が意味するものは、心理
学で用いられるコヒアランス感覚、決定力、自
制力とチャレンジ精神といった概念に依拠して
いる。「信頼」を示す指標として、社会に対する
信頼、システムに対する信頼、自己効力感、ト
ランスパーソナルな信頼と家族とのつながりを
設定した。個人が自分の状況を判断することは、
これら資源を利用できる程度、また組み合わせ
によって決まるという仮説に基づいている。
　これらの要因の組み合わせによってステータ
ス不安にも、また社会的な孤立感覚にもつなが
りうると考えられる。また、主観的な孤立感覚
は現実に社会的な身分を失うことへの恐れだけ
ではなく、社会に属していないという感覚を引き
起こすこともあるのではないだろうか。このこと
は実際に社会から排除されているかよりも、む
しろ個人がその状況をどう認識するかに依存し
ていると考えられる。仮説検定のために、ステー

図1：リソースと不安定性のモデル
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「＋」…独立変数（矢印の始点）の値が高ければ、従属変数（矢印の終点）の値も高くなることを表わす。
「－」…独立変数（矢印の始点）の値が高ければ、従属変数（矢印の終点）の値は低くなることを表わす。
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タス不安を近い将来における職業上、または経
済上の問題、そして老後の財政状況への不安と
いう観点から測った。孤立感は、本稿の執筆者
であるBudeとLan te rmannがこれまで行って
きた研究を元に、社会全体から取り残されてい
るという感覚に関連した五つの点から測定した。
　次の命題となるのは「ステータス不安と孤立感
覚は個人の幸福度に影響を与える」ということで
ある。つまり、自分が社会から取り残されてい
る、あるいは社会に属してすらいないと感じて
いる人は、自分が幸せであるとは思っていない
だろう。そこでVeenhovenの議論に従い、「幸
福度」を個人が自分の生活の質をどの程度を良好
と見ているか、という「程度」で測定し、また「幸
福度」は生活について満足・幸せと感じているか
どうかを聞いた三つの質問から測定した。
　図1は「リソースと不安定性」の再帰的なサイ
クルを示すモデルである。自分のおかれた状況
に対する評価が内的資源に作用し、そして次の
評価サイクルに影響していくというものである。
すなわち、個人が生活リスクや不安定性をどう
捉え、どう評価しているのかという点が、その人
のリスクに対する認識を強化することにもなれ
れば、和らげることにもなる、というものである。

Ⅲ. 調査方法
　「リソースと不安定性」のモデルを検証するた
めに、2009年9月に日本とドイツで全国調査を
実施した。調査方法は日本では郵送調査、ドイ
ツでは電話調査である。両国のサンプルは層化
二段無作為抽出法によって抽出した。
　日本の基本サンプルは250サンプリングポイ
ントで住民基本台帳から20歳以上の5000人
を抽出した。有効回収数は1633で、回収率は
32.7パーセントであった。2005年の国勢調査
と比較とするならば、本サンプルが性別、年齢、
地域における現代日本社会のモデルになると言
えるだろう。ドイツの方は18歳以上でドイツ在
住の1021人に電話調査を行った。抽出方法は、
まずランダムサンプリングで世帯を抽出し、次
に「Las t b i r t hday me thod」に従い、その世
帯の中で最も直前に誕生日を迎えた人をインタ
ビュー対象者として選出した。

　調査から得られたデータを組み合わせた後、
両国で質問が同じように理解されていたかを調
べるために確認的因子分析を行った。まず「リ
ソースと不安定性モデル」を検証するため、因子
の元になる変数を組み合わせ、観測変数とした。
次に両国の仮説モデルをそれぞれ共分散構造分
析（SEM）にかけ、データに適合しているかを確
認した。その結果、モデルの適合度が両国とも
に妥当であることが示されたので、それぞれに
見られる変数間の関係、およびその強弱を比較
することが可能であると分かった。

Ⅳ．調査結果の概要
　ここではモデルの比較調査から得られた主な
三つの結果について触れてみたいと思う。図2、
3はモデルの従属変数にとって有意な影響が見
られたパスのみを示している（パスは図中の矢印
で表記）。仮説モデルに基づき、矢印の終点にあ
る変数は、始点の変数によって説明される。パ
ス係数は始点の変数が及ぼす従属変数への影響
を示している。図2と3では日独の比較において
最も重要な因子となった「ステータス不安」、「孤
立感」、「幸福度」の間のパス係数が出力されてい
る。これ以外のパス係数はそれぞれ図の右上に
記載されているように、係数を三つのグループ
に分け、その影響力の違いを矢印の太さで示し
ている。「＋」となっているパスは変数間に正の
相関があること、「－」となっているパスは変数
間に負の相関があることを示している。正の相
関は独立変数の値が高ければ従属変数の値も高
くなるということであり、負の相関は独立変数
の値が高いと従属変数の値は低くなるというこ
とである。
（1）ステータス不安
　主な結果の一点目は両国においてステータス
不安が様々な外的、および内的な資源によって
左右されるものの、どれが影響を及ぼすかはドイ
ツと日本で異なる、ということである。ドイツで
は経済的余裕と学歴の高さがステータス不安に
陥ることを防ぐ役割を果たしている（図2参照）。
しかし、客観的な資源だけではなく、内的な資
源の影響もあり、特に政治的信頼のレベルが高
いほどステータス不安を感じにくくなっている。
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図3：リソースと不安定性モデル、日本　
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　日本でも収入と学歴が高いと、ステータス不
安になる可能性は低くなっている（図3参照）。
しかしドイツとは異なり、収入のある仕事に就
いているかということも、ステータス不安に対
して有意な結果を示している。逆説的なことで
はあるが、仕事に就いている人の方が就いてい
ない人よりステータス不安になる可能性が高い、
ということである。この結果を解釈するならば、
仕事に就いている人の方は労働市場が厳しく
なった現実をよく知っており、それゆえ収入が
減る可能性、職を失うリスクを認識しているの
で、今の立場を失うことへの不安が高いという
結果になったのではないかと考えられる。ドイ
ツと異なるもう一つの結果は年齢である。日本
では若ければ若いほどステータス不安になる可
能性が高いことが示されている。
　政治的信頼に関しては、日本とドイツで同じ
ことが言えそうである。政治的信頼は国家組織
に対する信用、自分の社会福祉を提供してくれ
る組織があるという感覚、また老後も国から十
分な社会的保障を得られるという感覚を指標と
して測定した。その結果、日本でも政治的信頼
が高いほど、ステータス不安にはなりにくいと
いうことがわかる。そして最後に、日本では社
会的信頼、つまり頼れる家族や友達がいること
や、家族につながりを感じることもステータス
不安に対する予防となっていることがわかる。
（2）孤立感
　二点目の主な結果は、ドイツでは日本に比べ、
孤立感はステータス不安に強い影響を与えてい
ることである（図2、図3参照）。ドイツでは孤
立感の分散の大部分がステータス不安の影響に
よって説明でき、ステータス不安が高ければ、
孤立感が強くなる傾向が見られる。この関係性
は日本では弱い。ステータス不安よりも、仕事
に就いているかどうかが孤立感に強い影響を与
えており、仕事をしていなければ孤立感も強く
なる傾向が見られる。上のステータス不安の分
析結果とは逆になり、仕事に就いて「いない」こ
とが孤立感に影響を及ぼしている。その一方、
コヒアランス感覚が強いと孤立感が弱まること
がわかる。またドイツと日本の比較で興味深い
のは、ジェンダーの違いである。ドイツでは孤

立感を強く持つのは女性であるのに対し、日本
では男性にこの傾向が見られる。
（3）幸福度
　三点目にドイツに比べ、日本では「孤立感が
幸福度を著しく低下させる」ということが指摘で
きる（同じく図2、図3参照）。ドイツではステー
タス不安を感じると、幸福度は下がっているが、
孤立感と幸福度の間に目立った影響を確認でき
ない。これに対し、日本では社会やコミュニティ
との繋がりを感じられないという孤立感が幸福
度に大きな影響を与えている。ステータスに不
安を感じることでも幸福度は下がるが、孤立感、
すなわち排除されているという感覚が幸福度に
及ぼす影響の方が強いことがわかる。

Ⅴ. 結論
　結論として、日独の国家間比較に基づく本調
査から、客観的な生活状況に対する評価は個人
が持つ内的資源によって決まる、ということが
わかる。しかし、ステータス不安、ならびに孤
立感が幸福度に及ぼす影響の重要性に関して、
それぞれ目立った特徴も確認できる。日本では
社会に取り込まれているかどうかが、個人の幸
福度に強く影響するのに対し、ドイツではステー
タス不安が、個人の幸福度にネガティブな影響
をもたらしているということである。
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■パーソナル先端商品の利用状況（第27回）
（調査結果の概要）

1.利用率は、
ＡＶ関連機器等では、
・「液晶テレビ」は2003年以来順調な増加を続け、
前回は23.4ポイント伸ばし70.0％に達したが、
今回は増加率は低いものの74.3％に上昇。
・「ブルーレイプレーヤー／レコーダー（パソ
コン、ゲーム機の機能も含む）」は、前回の
19.2％から順調に伸びて27.7％であった。

パソコン関連機器等では、
・毎年増加傾向にある「ノート／ブック型」は、

前回の41.0％から44.0％に利用率を伸ばし、「デ
スクトップ型」（31.3％）との差は、さらに広
がり10ポイント以上となった。

通信関連機器等では、
・「インターネットの利用」は、５割台を維持。
・「スマートフォン」の利用率は、10ポイント以
上伸びて19.5％、「携帯電話」は約10ポイント
減って75.4％となり、「携帯電話」から「スマー
トフォン」へ移行する動きが顕著にあらわれて
いる。

　当社が例年実施している「パーソナル先端商品の利用状況」調査について今年の結果を報告します。
この調査は 1986年 11月から毎年行っており、今回が27回目です。調査は、20歳以上の全国 4,000
人の男女個人を対象として、2012年 2月、個別面接方式で行い、有効回収数は1,191でした。
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＊「携帯電話（計）」の利用意向率には、現在すでに「携帯電話」 「スマートフォン」いずれかを使っている人のそれぞれへの利用意向を含む
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図表１　利用率・利用意向率
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20代 28.9 5.9 40.0 19.2 74.8 6.6 0.6 23.6 9.0 56.6 24.3 69.2 27.4 31.8 53.6 45.4 0.7 
30代 32.8 10.3 36.2 27.0 75.0 15.2 4.4 42.6 14.7 66.6 24.5 69.6 41.6 21.1 60.8 49.9 0.0 
40代 44.7 14.5 43.4 35.4 80.8 10.9 1.7 49.2 16.5 68.8 26.5 71.9 41.6 22.6 54.4 45.5 0.9 
50代 39.1 8.7 47.1 30.6 72.8 12.8 3.2 27.5 10.7 56.7 20.4 57.0 30.3 9.3 28.2 19.5 3.1 
60代 42.3 13.7 50.3 26.9 76.1 12.6 1.5 16.0 7.9 43.2 15.3 36.7 18.3 4.5 15.6 10.2 1.7 
70歳以上 40.7 5.6 41.3 20.9 67.7 8.5 1.9 13.9 8.8 25.2 6.7 24.0 10.5 0.4 3.9 1.9 0.5 
年代差 (15.8) (8.9) (14.1) (16.2) (13.1) (8.6) (3.8) (35.3) (8.6) (43.6) (19.8) (47.9) (31.1) (31.4) (56.9) (48.0) (3.1)
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率

全体 2.7 3.2 0.2 2.2 1.2 1.4 4.7 2.2 3.6 1.2 0.3 0.7 6.5 2.1 0.6 0.4 2.3
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年代差 (5.2) (5.9) (0.7) (2.9) (1.5) (3.4) (6.2) (4.8) (6.0) (2.2) (0.9) (1.4) (11.3) (4.1) (1.8) (1.5) (2.9)
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全体 66.2 5.3 11.1 44.0 31.3 46.5 20.3 4.9 50.1 33.5 16.0 10.2 84.3 19.5 75.4 1.9 38.1
20代 81.7 8.5 16.6 51.9 35.1 48.6 21.7 7.9 66.1 38.1 24.2 4.8 92.8 40.4 70.5 2.7 21.7
30代 86.2 4.4 10.3 57.3 46.6 59.3 28.9 5.4 66.2 50.1 23.5 20.6 97.6 34.3 79.9 2.5 40.6
40代 88.6 7.3 16.1 66.8 38.8 66.9 36.1 8.4 69.1 47.3 27.6 18.6 94.5 26.5 84.1 2.8 57.0 
50代 79.2 6.4 12.2 53.6 41.9 63.3 23.9 4.9 59.8 43.7 18.7 9.7 92.5 15.1 88.5 0.6 50.3
60代 51.1 3.7 10.6 32.6 19.7 33.7 11.9 2.3 35.7 18.1 5.4 5.3 80.9 7.0 78.3 1.7 35.5
70歳以上 22.6 2.8 3.8 10.8 10.8 14.7 3.8 1.8 14.3 9.6 1.4 2.5 54.9 0.9 54.9 1.4 24.5
年代差 (66.0) (5.7) (12.8) (56.0) (35.8) (52.2) (32.3) (6.6) (54.8) (40.5) (26.2) (18.1) (42.7) (39.5) (33.6) (2.2) (35.3)

利
用
意
向
率

全体 12.8 6.4 2.8 3.7 1.5 1.4 1.3 0.7 2.3 1.2 1.4 0.4 14.6 14.1 0.5 0.3 0.8 
20代 23.6 11.8 7.2 7.6 4.2 2.5 4.5 2.6 3.9 3.4 3.3 0.7 25.7 25.7 0.0 1.3 1.3
30代 17.6 9.3 2.9 6.3 2.0 4.4 2.9 0.5 3.4 1.0 2.0 1.0 20.1 20.1 0.0 0.5 1.5
40代 16.5 10.3 2.7 3.4 0.0 0.9 0.9 0.4 1.6 0.9 1.5 0.0 15.2 15.2 0.0 0.0 0.4
50代 11.8 5.9 2.6 2.0 1.6 1.0 0.4 1.2 1.2 0.6 1.0 0.4 17.5 17.1 0.4 0.0 1.0
60代 7.9 3.3 2.1 2.0 1.0 0.0 0.0 0.0 2.0 1.1 1.0 0.5 9.2 7.8 1.4 0.0 0.5
70歳以上 3.4 0.0 0.5 1.9 0.9 0.0 0.0 0.0 1.8 0.5 0.0 0.0 4.3 3.3 0.9 0.0 0.4
年代差 (20.2) (11.8) (6.7) (5.7) (4.2) (4.4) (4.5) (2.6) (2.7) (2.9) (3.3) (1.0) (21.4) (22.4) (1.4) (1.3) (1.1)

（注）網かけ太字の部分は、全年代の中で最も数値の高いもの

図表2　年代別利用率・利用意向率 （％）

2.今後の（新規）利用意向は、
・利用意向率が最も高かったのは「スマートフォ
ン」で、前回（11.5％）を上回る14.1％であった。
利用率が10ポイント以上増加したうえで、さ
らに利用率の増加以上に高い利用意向率を示
しており、「携帯電話」から「スマートフォン」
へ移行する動きは、今後さらに加速するとみ
られる。
・「液晶テレビ」1.2％、「プラズマテレビ」1.4％は、
いずれも利用意向率の減少傾向が続いている。

・利用率が大幅に伸びた「ブルーレイプレーヤー
／レコーダー（パソコン、ゲーム機の機能も
含む）」の利用意向は6.5％と高い水準を示して
おり、今後が注目される。
・「パソコン（計）」は、高い利用意向率を維持し
て12.8％。内訳をみると、最も利用意向率が
高かったのは、前回に続き「タブレット型」の
6.4％で、携帯タイプが人気の傾向は今後も続
くとみられる。

AV 関連機器

パソコン関連機器 通信関連
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3月の時事世論調査
　３月の時事世論調査の結果
がまとまった。野田内閣の支持
率は前月から2.5ポイント増の
27.4％と内閣発足後初めて上昇
し、不支持率は同2.5ポイント減
の50.2％だった。社会保障と税
の一体改革の大綱を2月17日に
閣議決定。野田内閣は、消費増
税とともに国家公務員給与削減
の特例法を成立させる「身を切る
改革」を強調し、野党や与党内の
増税反対派へ一体改革の理解を
求め、これらが支持率減少に一
定の歯止めがかかったとみられ
る。
　調査は全国の成人男女2,000
人を対象に、個別面接聴取法で3
月9日から12日に実施。有効回
収（率）は1,276（63.8％）だった。

　この時期の動きを見ると、国
内では、
　GDP年率2.3％減：11年10～
12月期のGDP速報値は実質で
前期比0.6％減、年率換算で2.3％
減と2四半期ぶりのマイナス成
長。11年の実質は前年比0.9％減
―内閣府発表（2月13日）。
　日銀「インフレ目標」を初めて
導入：消費者物価の前年比上昇
率１％を目指す事実上の「インフ
レ目標」を初めて導入。資産買い
入れ基金も10兆円拡大する追加
金融緩和を決定―日銀金融政策
決定会合で（同14日）。
　消費税増税を柱とする社会保
障と税の一体改革大綱閣議決定：
現行5％の消費税率を14年4月

北朝鮮のウラン濃縮活動停止、
国際原子力機関（IAEA）の要員
復帰受け入れ、長距離ミサイル
発射・核実験一時停止、追加食
糧支援など合意と発表（同29日）。
　ロシア大統領選でプーチン首
相が当選：４年ぶり大統領復帰
へ（3月4日）。

　政党支持率は、民主党が前月
比0.9ポイント減の9.2％と政権
交代後初めて1桁に下落。自民
党も0.6ポイント減の11.7％で、
両党の差は前月の2.2ポイントか
ら2.5ポイントとほとんど変わら
なかった。支持政党なしは1.8ポ
イント増の70.0％で、記録のあ
る1960年6月以後の調査で、最
高記録を更新した。

　国民の景気感は、「良くなっ
た」は前月より3.6ポイント増の
6.3％。「悪くなった」は5.7ポイ
ント減の35.8％。この結果、時
事世論景気指数は、東日本大震
災以降、初めて100に達した。

　昨年の今頃と比べて暮らし向
きは、「楽になった」は0.5ポイン
ト増の3.5％、「苦しくなった」は
1.9ポイント減の31.9％となった。

に8％、15年10月に10％に引き
上げると明記。増税前の衆院議
員定数80削減なども盛り込む（同
17日）。
　山口県光市母子殺害元少年死
刑確定へ：最高裁は犯行当時18
歳1カ月の被告の上告棄却。犯行
時年齢が最年少の死刑確定へ（同
20日）。
　円80円台：半年ぶり安値（同
22日）。
　年金資産2000億円超消失：
AI J投資顧問が企業年金資産の
大半の約2100億円消失―証券取
引等監視委の検査で（同24日）。
　野田首相就任後初の沖縄訪問：
仲井真知事と会談し米軍普天間
飛行場の移設問題で民主党政権
の対応を陳謝。固定化回避のた
め辺野古移設が唯一有効と理解
求めるも知事は県外移設を主張
（同27日）。
　エルピーダ破綻：半導体メモ
リー世界3位のエルピーダメモ
リー 4480億円の負債総額で会
社更生法適用申請（同27日）。
　公務員給与削減法成立：国家
公務員給与2012年度より2年間
平均7.8%引き下げ（同29日）。
　格安航空ピーチ・アビエーショ
ン就航：国内線初の格安航空会
社（LCC）関西国際空港拠点に札
幌（新千歳）線、福岡線に就航 （3
月1日）。

　国外では、
　オバマ米大統領が習近平中国
国家副主席と会談：米中関係強
化が「死活的に重要」と強調する
一方、貿易不均衡是正や人権状
況の改善を要請（2月14日）。
　国連総会でシリアのアサド政
権による反体制デモ武力弾圧を
非難：暴力の即時停止を求める
決議案を賛成多数で採択―安保
理が否決した決議案を踏襲、中
国、ロシア、北朝鮮反対（同16日）。
　米朝がウラン濃縮停止など合
意：米国と北朝鮮の高官協議で

◇  告　知　板

時事世論景気指数

2005年 06年 07年 08年 09年 10年 11年
131.1 143.7 117.2 42.0 61.0 96.8 84.1
11年（３月）（４月）（５月）（６月）（７月）（8月）（9月）

91 47 68 71 84 78 88
（10月）（11月）（12月）12年（１月）（２月）（3月）
90 83 86 97 85 100
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